
【戦略マップ】

人的健康資源

健康投資
健康関連の最終的な目標指標従業員等の意識変容・行動変容に関する指標健康投資施策の取組状況に関する指標

健康投資効果

健康経営で解決したい経営課題

様々な効果に関連する

健康投資（＊）

生活習慣予防・改善

定期健康診断受診率

二次（特定）健康診断受診率

特定保健指導利用（実施）率

健康状況・生活習慣スコア

働きがい向上・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進

時間外労働時間

年次有給休暇平均取得日数

育児休業取得率

テレワーク実施者数・実施率

メンタルヘルス対策の取組み向上

ストレスチェック受検率

高ストレス者数・割合

メンタルヘルスカウンセリング利用者数

健康保持・増進

禁煙外来治療受診者数

スポーツフェスタ参加率

ウォーキングキャンペーン参加者数

体育行事補助利用者数

検診等健康支援の促進

インフルエンザ予防接種補助利用者数

脳ドック・乳がん・子宮頸がん検診補助

利用者数

健康リテラシー向上

セルフケアツールの視聴

健康保持・増進施策

敷地内全面禁煙

医務室による禁煙外来治療受診推奨

スポーツフェスタ開催

ウォーキングキャンペーン

体育奨励補助制度に基づく活動奨励

スポーツ施設・保養所提携

敷地内全面禁煙 コラボヘルス体制 再雇用制度・復職サポート

健康経営宣言夫婦同一地勤務制度

環境健康資源

制度休暇・認暇

健康資源

企業活力の維持・発展による

生産性向上・ブランド価値向上・従業員の働きがい・帰属意識向上

企業価値

健全な金融機能等の提供による

お客様の様々な課題解決のサポート・活気あふれる地域づくり・QOL向上

社会的価値

各種検診利用者数 健康診断受診率 ストレスチェック受検率

育児休業取得率

有給休暇平均取得日数

育児休業取得率・育休連続取得日数（男性）

アブセンティーイズム・プレゼンティーイズム改善

働きがい・帰属意識等向上

属性別（年代、性別等）に確認

定期健康診断受診率

二次（特定）健康診断受診率

特定保健指導実施率

高ストレス者割合

体の健康保持・増進

各種検診利用者者数増加

健康診断受診率向上・改善

健康状況・生活習慣スコア改善

睡眠・食事の質向上

働きやすさ向上・業務環境改善

長時間労働者数減少

年次有給休暇平均取得日数向上

育児休業取得率向上（男女共に）

心の健康保持・増進

高ストレス者数・割合改善

職場要因課題がある職場数の減少

働きがい向上

働きがい・成長実感・帰属意識の向上

職場環境・コミュニケーション改善

健康状況・生活スコア 高ストレス者数・割合 職場要因課題がある職場数 長時間労働者数 年次有給休暇平均取得日数

働きがい・成長実感・帰属意識 ワークライフバランス職場環境・コミュニケーション 女性活躍・ダイバーシティ アブセンティーイズム プレゼンティーイズム 従業員満足度(ES）

（＊）基本的に「健康投資」と「健康投資施策の取組状況に関する指標」は1対1で対応する。しかし、中には複数の「健康投資施策の取組状況に関する指標」に対応する「健康投資」も

存在するため、そのような「健康投資」を「様々な効果に関連する健康投資」とする。

株式会社北海道銀行 健康経営宣言

健康教育・リテラシー向上施策

健康アプリ「Pep Up」

Web学習ツール（Doサポートシステム）

メンタルヘルスセミナー

メンタルヘルスマネジメント試験受験

管理職層以上へのメンタルヘルス対策講義実施

けんぽニュース配信

女性向け・退職者向け小冊子配布

柔道整復師等の受診に係るリーフレット配布
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検診等健康支援施策

各種検診受診推奨・補助

(脳ドック・肺ドック・乳がん・子宮頸がん)

インフルエンザ予防接種補助

禁煙治療補助

ピロリ菌助勤補助

家庭常備薬品斡旋

健康保持・増進のための施策

健康教育・リテラシー向上のための施策

生活習慣病予防対策

重症化予防・早期発見対策

各種健康診断実施

定期健康診断・VDT健康診断

二次（特定）健康診断・特定保健指導

時差出勤対象者向け健康診断

職員の家族にかかる健康診断

ワークライフバランス推進施策

メンタルヘルス対策

ワークライフバランス推進施策

時間外労働削減

産業医面談

制度休暇を含めた有給休暇取得促進

育児休業取得促進・認暇の活用

復職サポート・再雇用制度

テレワークの活用

公的資格等取得に応じた奨励金

360度調査実施

メンタルヘルス対策

ストレスチェック実施

高ストレス者への産業医面談推奨

ハラスメント相談窓口の設置

カウンセリング・専門医の紹介（外部連携）

新入行員研修における外部講師による講義

女性活躍・ダイバーシティ推進

従業員の働きがい・ES向上

組織活性化・生産性向上による

持続的成長

ワークライフバランス推進

（有給休暇平均取得日数・取得率

・育児休業取得率）

有所見率の改善・

健康リスク・生活習慣リスク低減

ウェルビーイング実現


